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増加の一途をたどる 

過重労働に関する脳・心臓疾患、 

精神疾患における労災請求 

 

◆平成 28 年度「過労死等の労災補償状況」 

厚生労働省は、過重な仕事が原因で発症し

た脳・心臓疾患や、仕事による強いストレスなど

が原因で発病した精神障害に関して、平成 14

年から、労災の請求件数や支給決定件数などを

年 1回取りまとめています。 

このたび平成 28 年度の集計結果が公表され

ましたので、その内容をまとめます。 

◆脳・心臓疾患に関する労災補償状況 

請求件数は 825 件で、前年より 30 件増加し

ました。支給決定件数は 260件で前年比 9件増、

うち死亡件数も同 11件増の 107 件でした。 

業種別に見てみると、請求件数・支給決定件

数ともに「運送業、郵便業」が 212件と最も多く、

次いで「卸売業、小売業」106 件、「製造業」101

件と続きます。 

年齢別では、「50～59歳」が請求件数 266件、

支給決定件数 99 件とともに一番多く、「40～49

歳」が請求件数 239件、支給決定件数 90件と、

ともに 2 番目に多くなっています。 

時間外労働時間別の支給決定件数は、「80

時間以上～100 時間未満」が 106 件で最多、

「100 時間以上」の合計件数は 128 件ありまし

た。 

◆精神障害に関する労災補償状況  

精神障害の請求件数は、前年から 71 件増え

1,586 件と、過去最多となりました。そのうち未

遂を含む自殺件数は前年から 1 件減の 198 件

でした。支給決定件数は 498 件で前年から 26

件増加し、うち未遂を含む自殺の件数は前年か

ら 9件減の 84件となっています。 

業種別で見ると、請求件数は 「医療、福祉」

302 件、「製造業」279 件、「卸売業、小売業」

220 件の順に多く、支給決定件数は「製造業」

91 件、「医療、福祉」80 件、「卸売業、小売業」

57 件の順になっています  

年齢別では、「40～49 歳」歳の請求件数が

542件、支給決定件数が 144件とともに最も多く、

次いで「30～39歳」の請求件数が 408 件、支給

決定件数 136 件という順に多くなっています。 

そして、出来事別の支給決定件数は、「（ひど

い）嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受けた」が 74

件、「仕事内容・仕事量の（大きな）変化を生じさ

せる出来事があった」が 63 件となっています。  

◆裁量労働制対象者に係る支給決定件数  

過去 6 年間で、「裁量労働制対象者」に係る

脳・心臓疾患の支給決定件数は 22件で、うち専

門業務型裁量労働制対象者に係る支給決定が

21 件、企画業務型裁量労働制対象者に係る支

給決定が１件ありました。 

企業側は、事業場の事故に限らず、労働時

間・働き方等の管理に配慮が必要です。 

 

「人手不足倒産」が増えている！ 

深刻化する企業の人手不足問題 

 

◆「人手不足倒産」増加の状況 

人手不足の問題が各方面で叫ばれていると
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ろですが、帝国データバンクが 7月上旬に公表し

たデータによると、人手不足による倒産件数は 4

年前の約 2.9 倍に増えているそうです 

2017年上半期の人手不足による倒産件数は

前年同期比で 44.1％増となり、2 年連続の前年

同期比増となりました。 

倒産件数全体に対する「人手不足倒産」の割

合はまだまだ小さいものですが、業種や倒産す

る会社の規模に変化が出てきているそうであり、

人手不足の影響の広がりが懸念されています。 

◆影響が出ている業界にも変化が 

人手不足倒産が発生する業種としては、従来

から「介護事業」や「IT 関連」などの割合が高く

なっていますが、近ごろはこれらの業種のように

特殊な資格やノウハウが必要でない業種でも人

手不足倒産が増えているそうです。 

ある社員が待遇面や給与面を理由にして他

の従業員を引き連れて退社してしまい、人材不

足から倒産に陥るという事例も見られるそうで

す。 

◆影響が出ている中小企業は約 7 割 

また、日本商工会議所が発表した調査（全国

約 3,500 の中小企業を対象）では、「人手不足

の影響が出ている」と回答した企業は約 7 割に

上ったそうです。 

人手不足による具体的な影響については、

「売上維持・売上増への対応が困難」が 53.3％、

「従業員の時間外労働の増加や休暇取得の減

少」が 48.8％、「業務・サービスの質の低下」が

46.1％となっており、人手不足への対応としては、

「既存従業員の多能工化・兼任化」が 53.5％、

「採用活動の拡大」が 51.6％、「離職防止や新

規人材獲得のための労働条件の改善」が

38.8％となっています。 

◆いま問題が起きていない企業も 

他人事ではない 

先行きの改善が見込みづらい中で、今後は人

手不足の問題はさらなる影響の拡大が懸念され

るところです。実際、現状で具体的な問題が起き

ていない企業であっても、今後問題が顕在化し

てくることは大いに考え得るところです。 

経済産業省では、昨年 10月に『中小企業・小

規模事業者の人手不足対応研究会』を立ち上

げ、様々な施策を検討中です。企業としても「倒

産」という最悪の状況に陥らないために、これら

の動向も見極めながら、今後の人手不足問題へ

の対策、人材確保策を考えていくべきでしょう。 

 

9 月の税務と労務の手続提出期限 

［提出先・納付先］ 

11 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納

付［郵便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前

月以降に採用した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 労働保険一括有期事業開始届の提出＜前

月以降に一括有期事業を開始している場合

＞ 

［労働基準監督署］ 

10 月 2 日 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀

行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金

事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用

状況報告書の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保

険者でない場合）＜雇入れ・離職の翌月末

日＞ 

［公共職業安定所］ 

 

 

当事務所よりひと言 

 いつも大変お世話になっております。 

社会保険の算定基礎業務も終わり、9 月 10

月から厚生年金の保険料が変わる時期になり

ます。 

 また、最近は記事に書いた通り時間外労働

の数字が多いほど企業責任が厳密に問われる

時代ですので労働時間の管理には特に注意し

てください。 

 今後ともよろしくお願い申し上げます。 


